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第１ 業務の目的 

  尼崎市営住宅建替等基本計画（以下「基本計画」という。）に基づき、耐震性能やバリアフリー性

能に課題がある塚口・上食満・口田中地区の対象住宅の集約建替えをＰＦＩ事業として取り組むため、

ＰＦＩアドバイザリー等業務を委託する。 

 

第２ 建替事業の対象 

 １ 対象住宅 

別添の基本計画において、塚口・上食満・口田中地区として掲げられている、市営塚口第１住宅

（１・２号棟）、市営上食満住宅（１・２号棟）及び市営口田中高層住宅を対象とする。 

 
管理戸数 

整備戸数 

（予定） 

実施時期 

（予定） 

塚口第１住宅（１・２号棟） 

（尼崎市塚口本町６丁目１７－２１） 
３６戸 

４９６戸 
３１０戸

程度 

令和６年度

〜１２年度 

上食満住宅（１・２号棟） 

（尼崎市食満５丁目５－１） 
１８０戸 

口田中高層住宅 

（尼崎市口田中１丁目１７－１） 
２８０戸 

備 考 

整備戸数（予定）は、令和４年９月時点での入居戸数より算出しており、今後、建替後住

宅の検討において変更となる場合がある。 

また、ＰＦＩ方式の場合はＢＴ（Ｂｕｉｌｄ Ｔｒａｎｓｆｅｒ）方式とし、入居者移転支援業

務を含む。 

 ２ 事業用地等 

  ⑴ 事業用地 

   事業用地は、塚口第１住宅（１・２号棟）、上食満住宅（１・２号棟）及び口田中高層住宅の

用地とする。 

 ⑵ 建替用地 

    本建替事業の集約建替えを検討する計画地は対象住宅のうち上食満住宅（１・２号棟）の用地

を基本とし、上食満住宅（１・２号棟）の用地内のみで必要整備戸数を満たす計画ができない場

合は、口田中高層住宅の用地の一部も計画地に含むことを可能とする。ただし、土地の利活用や

財政収支等の観点から、効率的かつ合理的な理由があり対象住宅の用地内であれば変更してもよ

い。 
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なお、本建替事業で、今回計画地に整備する建替住宅は、「市営園田３住宅」と呼称する。 

 

第３ 業務内容 

  別添の「市営園田３住宅建替事業ＰＦＩアドバイザリー等業務委託仕様書」（以下「仕様書」とい

う。）のとおり。 

 

第４ 提案内容 

 １ 本業務の従事予定者の業務実績 

公営住宅又は改良住宅建替事業のＰＦＩ導入可能性調査又はＰＦＩアドバイザリー業務の実績

を、本業務の従事予定者である管理技術者、担当者ごとに記載すること。 

 ２ 本業務の実施計画 

  ⑴ 業務実施にあたっての実施方針、実施体制などについて記載し、実施体制において、外部の協

力を受ける場合は協力企業名、協力を受ける内容及びその理由等を記載すること。 

    なお、管理技術者については、受託企業の社員で、本市の要求に応じ打ち合わせ等に参加でき

る者とする。 

  ⑵ 仕様書の「２ 業務内容」にある選定委員会の運営支援及び「３ スケジュール（予定）」を

踏まえた令和６年１２月までの工程表を作成すること。その際、各回の選定委員会において実施

する内容も提案すること。 

 ３ 特定テーマ 

   特定テーマ① 将来を見据えたより効率的な土地利用の検討 

     本事業は塚口第１住宅（１・２号棟）、上食満住宅（１・２号棟）、口田中高層住宅の３住宅

を集約建替えし、余剰地については、原則として優良な住宅地になるよう民間に売却し、ファ

ミリー世帯の定住、転入を図るなど、都市の体質転換を目指している。こうしたことから、将

来を見据えた市営園田３住宅の建設地や余剰地の今後の効率的な土地利用について、検討に必

要な視点や、具体的な検討方向等を提案すること。 

   特定テーマ② 現地集約建替えにおける課題事項の整理と解決策の検討 

     市営園田３住宅の現地集約建替えにおける課題事項（例：既存住宅の入居者に配慮した効率

的な移転スキーム及び移転の促進等）の抽出とそれらを解決するための検討方法を提案するこ

と。 

４ 提案価格 

   「第４の１〜３」に基づき、年度ごとの業務の見積金額を提出すること。 
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年 度 業 務 単 位 業 務 内 容 

令和４年度 

市営園田３住宅建替事

業ＰＦＩアドバイザリ

ー等業務（その１） 

・前提条件の整理 

・課題等の整理 

・建替場所の検討 

・建替住宅のモデルスタディ、配置計画検討（２案程度） 

・住戸及び住棟計画の検討 

令和５年度 

市営園田３住宅建替事

業ＰＦＩアドバイザリ

ー等業務（その２） 

・建替住宅のモデルスタディ、配置計画検討（２案程度以上） 

・住戸及び住棟計画、段階的な建替計画の検討 

・事業手法の検討、事業者ヒアリング 

・ＶＦＭの試算 

・ＰＦＩ導入における課題の整理 

・実施方針等の策定（実施方針、業務要求水準書及び落札者

決定基準の作成） 

・実施方針等の公表に係る業務支援 

・ＰＦＩ事業者募集等に係る業務支援 

・選定委員会の運営支援（１回程度） 

令和６年度 

市営園田３住宅建替事

業ＰＦＩアドバイザリ

ー等業務（その３） 

・ＰＦＩ事業者募集等に係る業務支援 

・入札に係る業務支援（入札説明会の実施支援、質疑回答支

援、資格審査及び落札者決定までの実施支援） 

・契約交渉等に係る業務支援 

・選定委員会の運営支援（３回程度） 

上記業務内容は主要項目であり、ＰＦＩ事業としての実施に向けたアドバイザリー業務として必

要な業務を含めた見積金額とすること。 

なお、各年度の見積金額の予定額（消費税及び地方消費税相当額を含む。）は次のとおりとする。 

  ⑴ 令和４年度業務 

市営園田３住宅建替事業ＰＦＩアドバイザリー等業務（その１） 

    ５,４０７千円 

  ⑵ 令和５年度業務 

    市営園田３住宅建替事業ＰＦＩアドバイザリー等業務（その２） 

    ２０,２０４千円（予定額） 
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  ⑶ 令和６年度業務 

    市営園田３住宅建替事業ＰＦＩアドバイザリー等業務（その３） 

    １０,２５０千円（予定額） 

 

第５ 委託業務名 

  市営園田３住宅建替事業ＰＦＩアドバイザリー等業務 

 

第６ 委託期間（予定） 

  本事業は尼崎市議会の予算の成立が前提となるため、令和５年度及び６年度業務においても、尼崎

市議会にて成立した予算の範囲内で、随意契約により業務委託契約を締結する予定である。 

  なお、予算が不成立となった場合は、契約を締結しない。 

１ 令和４年度業務 

市営園田３住宅建替事業ＰＦＩアドバイザリー等業務（その１） 

   契約日から令和５年３月３１日まで 

 ２ 令和５年度業務 

   市営園田３住宅建替事業ＰＦＩアドバイザリー等業務（その２） 

   令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

 ３ 令和６年度業務 

   市営園田３住宅建替事業ＰＦＩアドバイザリー等業務（その３） 

   令和６年４月１日から令和６年１２月３１日まで 

 

第７ 支払条件 

  各年度の業務完了後に、適法な請求を受けた日から３０日以内に一括払いとする。 

 

第８ 参加資格及び条件 

  委託業務の実施に必要な能力を有する者で、次に掲げるすべての要件を満たす者とする。 

 １ 尼崎市契約規則（昭和４１年尼崎市規則第９号）第４条に定める競争入札参加者有資格者名簿に

登載されている者であること。 

 ２ 業務を受託した場合に、委託期間中において企画提案書の実施体制に記載されている担当者が該

当業務を行うことができ、常に迅速な連絡調整が可能であること。 

 ３ 納税義務を履行していること。 

 ４ 次の事項に該当しない者であること。 

  ⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者 
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  ⑵ 本市から指名停止措置（入札参加停止措置）を受けている者 

  ⑶ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申し立てまたは民事再生法

（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申し立てがなされている者 

  ⑷ 自己又は自社の役員等が、次の事項のいずれかに該当する者及び次の事項に掲げる者がその経

営に実質的に関与している者 

   ア 宗教の協議を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを主たる目的とする団体 

   イ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反することを主たる目的とする団体 

   ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職をいう。）の

候補者（当該候補者になろうとするものを含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、

支持し、又はこれらに反対することを目的とする団体 

   エ 尼崎市暴力団排除条例（平成２５年尼崎市条例第１３号）第２条第２号に規定する暴力団又

は同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団密接関係者 

   オ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第５条

及び第８条に規定する処分を受けている団体又はその構成員の統率の下にある団体 

   カ 尼崎市長が代表者又はこれに準ずる地位にある者となっている団体 

 

第９ プロポーザルの手続き 

 １ 参加表明書の提出 

   プロポーザルに参加を希望する場合は、次のとおり参加表明書を提出すること。 

  ⑴ 提出物 

    参加表明書（様式１） 

  ⑵ 提出方法 

    提出物については、電子メールにて提出すること。 

件名 【参加表明書：会社名】 

電子メールアドレス ama-jutakuseibi@city.amagasaki.hyogo.jp 

  ⑶ 提出期限 

    令和４年１０月２８日（金）午後５時３０分まで 

 ２ 質問書の提出 

   本件に関する質問がある場合は、次のとおり質問書を提出すること。 

  ⑴ 提出物 

    質問書（様式２） 

  ⑵ 提出方法 

mailto:ama-jutakuseibi@city.amagasaki.hyogo.jp
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    提出物については、電子メールにて提出すること。なお、質問書（様式２）によらない質問は

受け付けない。 

件名 【質問書：会社名】 

電子メールアドレス ama-jutakuseibi@city.amagasaki.hyogo.jp 

  ⑶ 提出期限 

    令和４年１０月２１日（金）午後５時３０分まで 

  ⑷ 質問への回答 

    質問者に関する情報を伏せた状態で、次の期間ごとに質問内容とその回答内容を尼崎市ホーム

ページで公表する。 

     第１回目回答日：令和４年１０月２１日（金）（令和４年１０月１４日（金）までの質問） 

     第２回目回答日：令和４年１０月２８日（金）（令和４年１０月２１日（金）までの質問） 

 ３ 提案書等の提出 

  ⑴ 提出物 

    評価対象となる企画提案書などの書類を次のとおり提出すること。書類の提出部数は７部とす

る。 

   ア 企画提案書 

企画提案書は、「第４の１〜３」までの提案内容を記載したものとする。なお、提案内容は、

提案者が自ら実現できる範囲を記載すること。 

(ア)書類はＡ４版縦（ただし、工程表はＡ４版横を可とする。）両面刷り、表紙を含めて５枚（１

０ページ）までとし、文字のサイズは１０ポイント以上とする。様式は任意とし、仕様書の

内容を受けて作成すること。 

   (イ)表題は、「市営園田３住宅建替事業ＰＦＩアドバイザリー等業務委託 企画提案書」とする

こと。 

   (ウ)本業務の従事予定者の過去１０年間（平成２４年から令和３年）の業務実績（業務名、建替

事業の規模・位置、住宅の種別（公営住宅・改良住宅）、建替手法（建替場所（現地・非現地）、

複数の住宅の集約建替えかどうかなど））、実施計画（実施方針、実施体制など）、特定テーマ

について、「第１０の２ 評価基準」に示す評価内容を踏まえ、記載・提案すること。 

   イ 提案価格書 

(ア)書類はＡ４版両面刷りとする。様式は任意とする。 

(イ)表題は「市営園田３住宅建替事業ＰＦＩアドバイザリー等業務委託 提案価格書」とする。 

(ウ)提案価格書の見積金額は消費税相当額を明記し、各年度の予定額を超えない額とすること。 

(エ)貴団体及び代表者の職名・氏名を記載の上、１部のみ押印（提出部数のうち押印する１部を

mailto:ama-jutakuseibi@city.amagasaki.hyogo.jp
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正本とし、それ以外は副本とする。）し、提案価格書の宛名は「尼崎市長」とすること。 

   ウ 会社概要（パンフレットなど） 

   エ 従事予定者の経歴書 

 ⑵ 提出方法 

提出物について郵送、又は持参により提出すること。また、郵送の場合は事前に連絡すること。 

なお、提出された提案書等に変更等が生じた場合には、下記（第９の３⑵イ）の提出期間内に

提出すること。 

   ア 提出先 

郵送の場合 〒６６０－８５０１ 

尼崎市東七松町１丁目２３番１号 

尼崎市都市整備局住宅部住宅整備担当 

持参の場合 尼崎市役所本庁舎北館５階 住宅整備担当 

   イ 提出期限 

     令和４年１１月２１日（月）午後５時３０分まで  

 ４ プレゼンテーション実施 

   詳細は「第１０の１⑶ プレゼンテーション」のとおり 

 ５ 受託候補者の選定 

受託候補者の選定結果については、速やかに電子メールにて通知する。なお、受託候補者名と得

点数について尼崎市ホームページで公表する。 

 

第１０ 選定方法及び評価基準 

次の選定方法及び評価基準に基づき、選定会議において、企画提案書、提案価格書及びプレゼン

テーションにより審査し、選定する。 

   選定会議は非公開とする。 

 １ 選定方法 

  ⑴ 参加資格及び条件の審査 

  ⑵ 企画提案書及び提案価格書の評価 

  ⑶ プレゼンテーション 

ア 上記提出書類について、提案者によるプレゼンテーションを実施する。 

イ プレゼンテーションは事前に事業者において説明内容を収めた動画ＤＶＤ（１５分以内でＷ

ｉｎｄｏｗｓ Ｍｅｄｉａ Ｐｌａｙｅｒで再生できるもの）を本市に６枚提出し、後日ｚｏ

ｏｍによる質疑応答（約２０分程度）を実施する。 
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ウ 動画の内容は提案者の任意とするが、「企画提案書」の範囲内のみとし、新たな追加提案・

表現は認めない。 

エ 質疑応答時には、従事予定者のうち、主たる担当者は必ず出席し提案内容についての質疑に

答えること。なお、質疑への回答については質疑応答の場における受け答えのみとし、後日の

回答や回答の訂正は認めない。 

オ 動画ＤＶＤ提出期限は令和４年１１月２８日（月）（提出方法は、「第９の３⑵ 提出方法」

と同じ。）、質疑応答実施予定日は令和４年１２月上旬（日時、出席人数等は後日連絡） 

カ ６社以上の応募があった場合は、「第１０の２ 評価基準（評価項目：プレゼンテーションを

除く。）」に基づき提案書等をあらかじめ評価し、プレゼンテーション参加事業者とする５社を

選定する。この場合の選定結果については、電子メールで通知する。 

 ２ 評価基準 

   提案内容の評価は、次のとおり技術力と提案価格の総合評価により行う。 

  ⑴ 技術力の評価 

    企画提案書及びプレゼンテーションに基づき内容を評価し、技術点を算出する。評価項目とそ

の内容及び配点は次のとおりとする。 

評 価 項 目 評 価 内 容 配 点 

従事予定者 

の業務実績 

・公営住宅又は改良住宅の建替事業のＰＦＩアドバイザリー業務

実績 

・公営住宅又は改良住宅の建替事業のＰＦＩ導入可能性調査業務

実績 

の２点の実績数を評価する。 

 

１０点 

上記について、主に以下の観点で本建替事業と類似の業務実績

であるかを評価する。 

① 規模（建替前の戸数、建替後の戸数） 

② 現地建替え 

③ 複数の住宅の集約建替え 

 

１５点 

・実績として挙げた業務の担当分野において、従事予定者が中心

的、主体的に参画し、専門技術を発揮している。 

 

５点 



 10 

実施計画 

・本業務で実施する内容や必要な能力に関して理解していること

に合わせて、本業務を効率よく円滑に進めるための実施方針、

方策が示されている。 

・本業務を行うにあたり確実に実施することのできる十分な実施

体制を整えている。 

・工程表は確実に実施できる工程となっているほか、的確な工程

の管理方法が示されている。 

 なお、令和４年度から令和６年度（建替事業者との契約締結）

までの実施計画を評価する。 

 

２０点 

特定テーマ① 

・テーマに対する本市の意向を汲み取り、問題点を的確に捉え、

具体的かつ効果的な検討手順・方策が示されている。 

 

２０点 

特定テーマ② 

・テーマに対する本市の意向を汲み取り、問題点を的確に捉え、

具体的かつ効果的な検討手順・方策が示されている。 

 

１５点 

プレゼンテー

ション 

・質問に対する応答が的確かつ迅速である。 

・本業務への取組意欲が強く感じられる。 

 

１５点 

合 計 １００点 

  ⑵ 提案価格の評価 

    提案価格を次に示す計算式に基づいて計算し、「価格点」を算出する。 

    「価格点」は上限２０点とする。 

 

  価格点＝２０点×（１－各業務の提案価格（税込）の合計／各業務の上限額 

        の合計） 

    ※小数点第２位以下を四捨五入 

 

 ３ 受託候補者の選定等 

⑴ 「第１０の２ 評価基準」に定める技術点と価格点を合算した総合評価点（１２０点満点）を

算出する。提案者が市内事業者である場合は総合評価点に１０％の加点を、準市内業者である場

合は総合評価点に５％の加点を行い、総合評価点に加点を加えた最終評価点が最も高い提案者を
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受託候補者とする。ただし、技術点は評価項目ごとに配点の５割を最低基準とし、評価点が最低

基準に満たない評価項目がある場合には、受託候補者として選定しない。 

  ⑵ 最終評価点が最も高い者が２以上ある場合は、その同点の提案者だけを対象に選定会議におい

て投票を行い、受託候補者を選定する。 

  ⑶ 応募が１社の場合であってもプレゼンテーションを実施し、技術点の評価項目ごとの配点が５

割以上ある場合は、受託候補者として選定する。 

 

第１１ 辞退 

  参加表明書の提出後にプロポーザル手続きから辞退する場合には、辞退届（様式３）を提出するこ

と。 

 

第１２ 選定審査対象外 

  次の事項に該当する場合は、選定審査の対象から除外する。 

 １ 「第８ 参加資格及び条件」を満たさなくなった場合。 

 ２ 書類の提出方法や提出先、提出期限が本要項の定めに適合しない場合。 

 ３ プレゼンテーションに遅参、又は欠席した場合。 

４ 提出物に虚偽・重大な誤りがある場合。 

５ 評価の公平性に影響を与える行為があった場合。 

 ６ 年度ごとの業務の提案価格書の見積金額が、各年度の上限額を超えている場合。 

 ７ その他本要項を遵守しない場合。 

 ８ その他不正行為があった場合。 

 

第１３ スケジュール 

１０月２１日(金)まで 質問書の提出 

１０月２８日(金)まで 参加表明書の提出、質問書に対する回答（一定期間ごとに尼

崎市ホームページにて回答） 

１１月２１日(月)まで 提案書等の提出 

１１月２８日(月)まで プレゼンテーション動画ＤＶＤの提出 

１２月上旬 プレゼンテーション実施（ただし、応募多数の場合は事前書

類選考を行う。）、受託候補者の決定、選定結果を電子メール

で通知、受託候補者を尼崎市ホームページにて公表 

１２月下旬 契約の締結 
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第１４ 留意事項 

 １ 評価の経緯や結果に関する異議、質問には一切応じない。 

 ２ 本プロポーザルに関する費用については、すべて提案者の負担とする。 

 ３ 郵便や電子メールなどに関する通信事故については、いかなる責任も負わない。 

 ４ 提出物は返却しない。 

 ５ 企画提案書に記載した従事予定者は、原則として変更できない。ただし、病気休暇等のやむを得

ない理由により、これを変更する場合は、当該従事予定者と同等以上の技術力を有すると市が認め

た者でなければならない。 

６ 本業務を遂行するにあたって、図面の作成が必要になる場合は、Ｊｗ＿ｃａｄと互換性があるＣ

ＡＤソフトを使用すること。 

 

第１５ 問い合わせ先 

  〒６６０－８５０１ 

  尼崎市東七松町１丁目２３番１号  

   尼崎市都市整備局住宅部住宅整備担当 

   （担当：鈴木、山際） 

    Ｔ Ｅ Ｌ：０６－６４８９－６６０９ 

    Ｍａｉｌ：ama-jutakuseibi@city.amagasaki.hyogo.jp 

以 上   

mailto:ama-jutakuseibi@city.amagasaki.hyogo.jp

